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地震性能 IIa のライフサイクルコストが最も安価であり，最適な水準の構造であることを示した． 
なお，本研究の成果を踏まえ，鋼管集成橋脚は阪神高速道路の海老江ジャンクションの PD4 橋脚と
して実際に架設され，同ジャンクションは 2013 年 5 月に供用している 
 












   
 
上部構造と接合された鋼管集成橋脚 完成した鋼管集成橋脚 

























 部材健全度：部材の地震後の使用性を示す損傷の度合いで，健全度 1（無損傷），健全度 2
（軽微な損傷，補修可能），健全度 3（限定的な損傷，補強可能），健全度 4（大損傷，取替







 レベル 1 地震動：橋の供用期間中に発生する確率が高い地震動．比較的生じる可能性の高
い中規模程度の地震による地震動． 
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道路橋示方書[2-4] では，橋の重要度は 2 種類（A，B）に分けられ，目標とする耐震性能は，損傷






なる点であり，道路橋示方書の耐震性能 1 と耐震性能 2 の間に，軽微な損傷（塑性変形）を許容する
性能水準が設けられている．JSSC ガイドラインでは，構造物に付与すべき耐震性能として，基本性能
としての「構造安全性」と「地震後の使用性」によって区分される 4 つの水準を考えている．構造安
全性は，「安全」と「破壊」の 2 段階である．4 つの性能水準を満たすための最低限の要件は，まず構
造安全性を満足する，すなわち「安全」であることとされている．「地震後の使用性」は，「構造安全
性」を満たすように設計された構造物にグレードを付けるための規定であり，対震性能の各水準に対
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せん断パネル 解析断面力 健全度２ せん断パネルが降伏耐力以下とする．
仕口部 解析断面力 健全度１ 鋼材が許容応力度以下とする． 地震時割増し1.5を考慮
せん断パネル－仕口部 解析断面力 健全度１ 鋼材が許容応力度以下とする． 地震時割増し1.5を考慮
上部構造－鋼管柱 解析断面力 鋼材が許容応力度以下とする． 地震時割増し1.5を考慮
鋼管柱－横つなぎ材 解析断面力 鋼材が許容応力度以下とする． 地震時割増し1.5を考慮
鋼管柱－ケーソン 鋼管柱基部耐力 鋼材が許容応力度以下とする． 地震時割増し1.5を考慮
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σa
健全度
(a) 鋼管柱 (c) 仕口部 (b) せん断パネル部 
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表-2.4 地震性能Ⅱa に対する照査方法 
 
 






表-2.5 地震性能Ⅱb に対する照査方法 
 
 




















仕口部 解析断面力 健全度２ 鋼材が降伏耐力以下である．































仕口部 解析断面力 健全度２ 鋼材が降伏耐力以下である．























































仕口部 解析断面力 健全度３ 鋼材が耐力以下である．














位をyとしている．No.1 よりも No.2 の方が耐荷力が大きいことがわかる． 
No.1 試験体の水平荷重と鋼管基部ひずみの関係について，全載荷サイクルの結果を図-2.7(a)に，5y
までの載荷結果を図-2.7(b)に示す．No.1 試験体の最大引張ひずみは 1.03%，最大圧縮ひずみは 3.20%
であり，試験体 No.2 では，最大引張ひずみは 1.19%，最大圧縮ひずみは 4.55%であった．また，No.1，





 (b)No.2 試験(a)No.1 試験体 
 
 














































図-2.7 荷重－鋼管のひずみ関係（試験体 No.1） 
 







ひずみ比は，圧縮縁で 3～4y，引張縁で 3～5y であった．また，鋼管基部の局部座屈が発生し始め，
最大耐力に達した 10y 時の鋼管ひずみ比は，圧縮縁で 3～4.5y，引張縁で 5～7y であった。 
(a)No.1 試験体 5y時 (b)No.1 試験体 8y時 





























































（t/D=2.08%）の 4 本の鋼管の組杭に対して，軸力 588kN を載荷した状態で漸増繰り返し交番載荷試
験を実施した．鋼管の降伏軸力は 703kN/本であることから，載荷軸力は 0.21Nyである． 
検討ケースを表-2.7に示す．試験体形状および載荷方法は同様とし，鋼管内のコンクリート中詰め
範囲が異なる４ケースの試験を実施しえいる．ここでは，Case-1 と Case-3 の試験結果について整理
を行った。 

















































































































曲げひずみ：b = (c-t) / 2 (2.1) 




図-2.12 水平荷重－水平変位関係（杭頭 1D コンクリート中詰め無し） 
3y最大荷重点




















鋼管の縁ひずみに着目すると，本試験でも 3yの載荷サイクルでは 2700（約 2.0y）に達している
がヒステリシス曲線ではほぼ線形状態を保持している． 
図-2.14 水平荷重－水平変位関係（杭頭 1D コンクリート中詰め） 
3y-2500
(a) 最外縁ひずみ (b) 曲げひずみおよび軸ひずみ 
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(2) JSSC ガイドライン[2-5]  
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この２つのパラメータを基本パラメータという．橋脚高さは 15m，20m，25m，30m，35m の 5 ケース
とし，鋼管の外サイズは 4m で一定とした．各ケースのモデル図および B/h（= 鋼管外サイズ/橋脚高
さ）を図-3.7に示す．上部構造重量については，ランプ部の２車線の幅員を有する上部構造を想定し，
床版形式，幅員，支間長の異なる 5 ケースを設定した．上部構造重量ケースと各ケースの想定諸元を
表-3.1に示す．橋脚高さ 5 ケース，上部構造重量 5 ケースの組み合わせにより 25 ケースのパラメータ







































































パネル 1 枚，鋼管 1 本が降伏しても，構造全体系への影響は小さいためである． 
固定境界条件基礎
25 m高さ橋脚
上部構造 重量 4,369 kN
鋼管
断面 4 - pipe 1200mm×22mm ［SKK490］









2 - flg.PL 200mm×30mm ［SM570］
1 - web.PL 700mm×22mm ［LY225］






橋梁形式(kN/m2 ) 幅員(m) 支間長(m)
1 4,369 1.00 鋼床版箱桁 5.5 7 110
2 5,450 1.25 鋼床版箱桁 5.5 8 120
3 6,354 1.50 鋼床版箱桁 5.5 9 130
4 7,600 1.75 鋼床版箱桁 5.5 10 140
5 11,057 2.50 RC床版
非合成I桁 7.0 11 150
  37
L1 地震動相当の震度 0.3 に対しては，ほとんどのケースで，鋼管基部が降伏に至ることはなかった
が，橋脚高さ 30m の B/h =1/7.50，上部構造重量が W0×2.5 倍の Case5 では，鋼管基部の引張ひずみが
1.09y，橋脚高さ 35m の B/h =1/8.75，上部構造重量が W0×2.5 倍の Case5 において，鋼管基部の引張















































































































































て最大応答変位が頭打ちする傾向がみられた．最大応答変位は約 0.7m であった． 





の等倍～1.75 倍のケースでは，B/h が 1/6.25 または 1/7.50 の場合に応答値のピークを示した．さらに，
W0の等倍～1.75 倍のケースでは，B/h が 1/3.25，1/8.75 の場合の応答値が概ね同程度であった．一方，
W0の 2.5 倍のケースでは，橋脚が高くなるに従って最大ひずみが低減していく傾向がみられた．鋼管































































































































































































































































































































































































































































部構造重量が W0 の等倍，1.25 倍のケースでは，橋脚が高くなるに従って最大応答変位が大きくなる





を図-3.12(a)～(c)に示す．Ⅰ種地震波では，上部構造重量が基本重量の 2.5 倍で，B/h=1/3.75 のケース
の最大引張ひずみが 10yを超えた以外は，全て 5y以内に収まった．また同じⅠ種地盤において，橋
脚が高くなるに従って，最大応答ひずみは小さくなる傾向がみられた． 
一方，Ⅱ種，Ⅲ種地震波では，Ⅰ種地震波の傾向と異なり，上部構造重量が W0の 2.5 倍のケースを






Ⅱ種，Ⅲ種地盤では，全体的に B/h が 1/6 で大きな値を示す傾向があり，それより小さな値では応

















とによって，応答値が低減すると考えられる．例えば，B/h=1/8.75，上部構造重量が W0の 1.5 倍の場
合の初期剛性とせん断パネル降伏後の等価剛性の場合の固有周期は，1.5s から 2.0s に長周期化する（図
-3.15参照）．なお，等価剛性は図-3.16に示すように，せん断パネルを等価剛性とした場合の最大せん
断ひずみmaxと，非線形とした場合の最大せん断ひずみmaxが同程度となるように繰返し計算をして定
めた．繰返し計算の結果，初期剛性が 7.70×107 kN/m2だったのに対して，等価剛性は 4.28×106 kN/m2





























































































































































































































































検討ケースは，上部構造重量を W0の 1.5 倍で一定とし，橋脚高さを 20，25，30m の 3 ケース，横
つなぎ材を“①初期剛性 G0の線形部材としたモデル”，“②等価剛性の線形部材としたモデル”，“③2
次勾配 G0/100 の非線形部材としたモデル”の 3 ケース，合計 3×3= 9 ケースについて比較検討を行っ
た．図-3.22に各解析モデルを示す．粘性減衰については，せん断パネルのモデル化方法および橋脚高

































































































































































































































































(b) Ⅱ種地盤 No.2 入力地震波 (c) Ⅱ種地盤 No.3 入力地震波 (a) Ⅱ種地盤 No.1 入力地震波 
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の応答値より 0.2m 程度大きくなった以外は，いずれのケースも概ね同程度の応答値を示した． 



























上部構造重量とした．ラーメン形式の両橋脚の高さは 15m，20m，25m，30m，35m の 5 ケースとし，





















































































































































(a) 橋脚天端の最大応答変位 (b) 橋脚天端の最大応答加速度 





なる 5 ケースを設定した．荷重載荷方向は橋軸，橋軸直角方向の 2 ケースとする．上部構造重量を表
-3.3に示す．単柱形式の場合同様，基本モデルのCase1 の上部構造重量 8,800kN を基本重量W0とする．



























1 8,800 1.00 鋼床版箱桁 5.5 25 64
2 11,000 1.25 鋼床版箱桁 5.5 25 80
3 13,200 1.50 鋼床版箱桁 5.5 25 96



























































































































































































(b) Case2 上部構造重量 W0×1.25 (a) Case1 上部構造重量 W0×1.0 
(c) Case3 上部構造重量 W0×1.50 (d) Case4 上部構造重量 W0×1.75 






ついては，上部構造重量が W0の等倍～1.75 倍のケースでは，B/h が 1/5.00～1/7.50 の場合に応答値の
ピークを示し，単柱形式の場合と同様の傾向になった．  


























































































































































































































































































































































































































































































図-3.35 PD4 橋脚 3 次元骨組みモデル 
 













































































































































































































































































































材料 SKK490 FLG WEB
径(mm) Φ1500 パネル幅(mm) 3000 3000
板厚(mm) 25 パネル板厚(mm) 28 28
段数 3 補剛材による分割数 6 6
FLG材料 SM570 補剛材の幅(mm) 260 260























































































































































































































































































図-3.49 せん断パネルのエネルギー吸収量(103J) （1 段目（下段）ダンパー変更なし） 
 
 
表-3.8 せん断パネルのエネルギー吸収量(103J)（2・3 段目（上中段）ダンパー変更なし） 
 
 
-7 -6 -5 -4 -3 -2 -1 0 +1 +2 +3




























-7 -6 -5 -4 -3 -2 -1 0 +1 +2 +3
0 1014.7 1031.9 1034.7 1024.8 1006.6 984.8 965.7 943.9 918.7 897.9 875.9
-1 1028.6 1046.5 1050.2 1041.1 1023.7 1003.1 985.2 964.3 939.5 918.9 897.8
-2 1036.6 1055.0 1059.2 1050.9 1034.5 1015.5 999.4 980.0 956.1 935.4 914.8
-3 1042.5 1060.8 1065.4 1058.1 1043.1 1025.9 1011.6 994.4 971.8 950.8 931.0
-4 1048.9 1067.8 1073.4 1067.5 1054.4 1039.8 1027.5 1011.6 990.2 969.5 950.5
-5 1047.0 1067.6 1075.2 1072.0 1061.3 1048.1 1037.2 1022.2 1001.7 981.3 962.2
-6 1032.1 1055.8 1066.9 1066.7 1058.0 1053.8 1035.1 1020.9 1001.4 980.7 961.2
-7 1004.0 1031.2 1046.2 1048.4 1041.5 1029.0 1018.6 1005.1 986.4 965.2 945.1











































































































































(3)  解析結果 
解析結果について，検討の系列ごとに以下に示す． 
系列1) 
















































図-3.54 各鋼管の各位置における最大応答ひずみ 系列１） 
 
系列2) 





































































































































































































































































































































図-3.57 各鋼管の各位置における最大応答ひずみ 系列３） 
 
 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































変位(m) 震度 変位(m) 震度
せん断パネル降伏 0.100 0.325 0.073 0.266
鋼管の降伏
（鋼管④の基部）
0.181 0.516 0.166 0.490
鋼管の許容値2εy
（鋼管④の基部）
0.353 0.800 0.418 0.910
鋼管の限界ひずみ
（鋼管④の基部）
































































































































(3) 全体的に，橋脚天端最大変位は B/h が小さい（橋脚高が高い）ほど大きくなるが，最大応答加速
度は B/h の影響を受けにくい．なお，最大変位は約 0.7m であり，最大応答加速度は約 16m/s2であ
る． 
(4) 鋼管基部の最大ひずみは，基本構造の重量の 2.5 倍のケースは例外として，max/yは弾性範囲の値
～約 12 となっており，B/h，重量の影響を大きく受ける．なお，基本構造の鋼管基部のひずみは
いずれのケースも小さな値を示す．Ⅱ種，Ⅲ種地盤では，全体的に B/h が 1/6 で大きな値を示す
傾向があり，それより小さな値では応答が低減する傾向である．せん断パネルのひずみと総合的

















































































幅厚比パラメータ 0.3 ではパネルの座屈であり，幅厚比 0.1 パラメータでは溶接部の亀裂であり，後者






































示す実大の鋼管集成橋脚のせん断パネル部を対象とし，長さ 5700mm，外径 1500mm，板厚 25mm の 2
本の鋼管及び鋼管間のせん断パネル部で構成されている．鋼管の端部はピン結合により載荷梁と反力
壁にそれぞれ接合されている．実験室へ搬入できる供試体寸法に制約があるため，1 本の鋼管は 3 ブ
ロックに分割されており，搬入後，2 断面をリブ付きフランジ継ぎ手により接合している．せん断パ
ネルは左右の鋼管の仕口間に設置する．仕口部は図-4.2に示すように 1 鋼管あたり 4 箇所設置されて







































ん断パネルのアスペクト比を変更するために，Case1 より 2 本の鋼管間距離を 250mm 小さくした．鋼
管仕口部とせん断パネルは Case2 同様，ウェブを支圧接合，フランジを摩擦接合により接合した．Case2
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～Case4 のフランジ，および Case3 のウェブの摩擦接合には M22 の高力ボルト F10T を，Case2 と Case4
のウェブの摩擦接合には M22 の支圧ボルト B10T を使用した．また，各 Case のウェブとフランジは
隅肉溶接とした．式(5.1)で算出される各ケースの幅厚比パラメータ Rτwは Case1～Case3 が 0.34，Case4
が 0.26 である．式(5.2)で算出される各ケースのアスペクト比は Case1～Case3 が 0.68，Case4 が 0.48
である．なお，Case3 においてウェブの添接板部を除くと幅厚比パラメータ Rτwは 0.18，アスペクト比


















Case1 溶接 溶接 LY225 25 850 1250 0.68 0.34
Case2 支圧接合 摩擦接合 LY225 25 850 1250 0.68 0.34
Case3 摩擦接合 摩擦接合 LY225 25 850 1250 0.68 0.34


























































































































        (5.1) 










y：せん断降伏応力（ 3y ） 
kτ：座屈パラメータで，式(5.3)，(5.4)により算定される． 
k= 5.34+4.0/ 2 , ≧1.0      (5.3) 


















L-1 229.99 322.78 204.40 0.285
L-2 237.56 320.12 207.30 0.274
L-3 226.89 323.38 195.90 0.312
平均値 231.5 322.1 202.5 0.29
T-1 232.08 324.04 225.40 0.291
T-2 244.78 322.32 209.80 0.290
T-3 224.49 322.68 206.00 0.286






1次素地調整 G-a （原板ブラスト法） ― ― 4hr以内 ―
プライマー 無機ジンクリッチプライマー スプレー 160 6ヶ月以内 15
2次素地調整 G-b（製品ブラスト法） ― ― 4hr以内 ―
第1層 無機ジンクリッチペイント スプレー 600 2日～6ヶ月 75
第2層 ミストコート スプレー 160 1～10日 ―
第3層 エポキシ樹脂塗料下塗 スプレー 540 1～10日 120
第4層 ふっ素樹脂塗料用中塗 スプレー 170 1～10日 30


















































干鉛直上向きにたわむ形状であった．また，最大で 0.038mm，最小で-0.067mm であった．Case4 では，
左側が上向きに，右側が下向きにたわんでおり，最大で 0.14mm，最小で-0.19mm であった．初期たわ
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図-4.6より Case1，Case3 および Case4 の引張側変位では載荷途中で目標変位に到達できていないこ











(a) Case1 (b) Case2
(c) Case3 (d) Case4



























































































Case1 1371.1 20.0 2284.6 -2338.0 9.12 19.47 14.30
Case2 1359.4 16.7 2464.9 -2525.0 13.15 19.33 16.24
Case3 1583.2 17.7 2623.6 -2819.0 5.32 14.72 10.02
































めと考えられる．また，Case2 よりも履歴曲線中の弾性領域から塑性領域へ移行する範囲（第 2 象限

















供試体名 Case1 Case2 Case3 Case4
ウェブ継手 溶接接合 支圧接合 摩擦接合 支圧接合














































































H d  (mm)
パネル幅











1 LY100・30-M/C LY100 200 200 283 1.00 6.0 33 0.20 せん断座屈 参考文献[4-2]
2 LY100・50-M/C LY100 300 300 424 1.00 6.0 50 0.29 せん断座屈 参考文献[4-2]
3 LY100・70-M/C LY100 400 400 566 1.00 6.0 67 0.39 せん断座屈 参考文献[4-2]
4 LY235・30-M/C LY235 200 200 283 1.00 6.0 33 0.30 低サイクル疲労 参考文献[4-2]
5 LY235・50-M/C LY235 300 300 424 1.00 6.0 50 0.45 低サイクル疲労 参考文献[4-2]
6 LY235・70-M/C LY235 400 400 566 1.00 6.0 67 0.60 せん断座屈 参考文献[4-2]
7 LY235・90-M/C LY235 400 400 566 1.00 4.5 89 0.80 せん断座屈 参考文献[4-2]
8 SS400・50-M/C SS400 300 300 424 1.00 6.0 50 0.58 せん断座屈 参考文献[4-2]
9 SS400・90-M/C SS400 400 400 566 1.00 4.5 89 1.04 せん断座屈 参考文献[4-2]
10 SM490・30-M/C SM490 200 200 283 1.00 6.0 33 0.43 せん断座屈 参考文献[4-2]
11 SM490・50-M/C SM490 300 300 424 1.00 6.0 50 0.65 せん断座屈 参考文献[4-2]
12 SM490・70-M/C SM490 400 400 566 1.00 6.0 67 0.86 せん断座屈 参考文献[4-2]
13 Case-A1 LY100 150 150 212 1.00 6.0 25 0.13 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
14 Case-A2 LY100 150 150 212 1.00 6.0 25 0.13 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
15 Case-A3 LY100 150 150 212 1.00 6.0 25 0.13 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
16 Case-B1 L225 350 350 495 1.00 9.0 39 0.35 せん断座屈 参考文献[4-7]
17 Case-B2 L225 350 350 495 1.00 9.0 39 0.35 せん断座屈 参考文献[4-7]
18 Case-C1 L225 250 250 354 1.00 16.0 16 0.14 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
19 Case-C2 L225 250 250 354 1.00 16.0 16 0.14 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
20 Case-C3 L225 250 250 354 1.00 16.0 16 0.14 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
21 Case-C4 L225 250 250 354 1.00 16.0 16 0.14 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
22 Case-C5 L225 250 250 354 1.00 16.0 16 0.14 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
23 Case-C6 L225 250 250 354 1.00 22.0 11 0.10 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
24 Case-C7 L225 250 250 354 1.00 22.0 11 0.10 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
25 Case-C8 L225 250 250 354 1.00 12.0 21 0.19 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
26 Case-C9 L225 350 350 495 1.00 16.0 22 0.20 低サイクル疲労 参考文献[4-7]
27 SPD-0.20-2A LY225 610 610 863 1.00 9.0 68 0.20 低サイクル疲労 参考文献[4-8]
28 SPD-0.20-2 LY225 610 610 863 1.00 9.0 68 0.20 低サイクル疲労 参考文献[4-8]
29 SPD-0.30-1 LY225 610 610 863 1.00 9.0 68 0.30 せん断座屈 参考文献[4-8]
30 SPD-0.25-0 LY225 400 400 566 1.00 14.0 29 0.25 せん断座屈 参考文献[4-8]
31 SPD-0.125-1 LY225 400 400 566 1.00 14.0 29 0.13 低サイクル疲労 参考文献[4-8]
32 SPD-0.20-1 LY225 500 500 707 1.00 11.0 45 0.20 低サイクル疲労 参考文献[4-8]
33 SPD-0.20-2B LY225 610 610 863 1.00 9.0 68 0.20 低サイクル疲労 参考文献[4-8]
34 SPD-0.20-2C LY225 610 610 863 1.00 9.0 68 0.20 低サイクル疲労 参考文献[4-8]
35 A-1 LY225 409 430 593 0.95 12.0 36 0.31 せん断座屈 参考文献[4-16]
36 A-2 LY225 385 430 577 0.90 12.0 36 0.30 せん断座屈 参考文献[4-16]
37 A-3 LY225 361 430 561 0.84 12.0 36 0.29 せん断座屈 参考文献[4-16]
38 B-1 LY225 400 400 566 1.00 32.0 13 0.11 低サイクル疲労 参考文献[4-16]
39 B-2 LY225 336 400 522 0.84 32.0 13 0.10 低サイクル疲労 参考文献[4-16]
40 C-1 LY225 200 195 279 1.03 8.0 24 0.22 継手ボルト部のずれ 参考文献[4-16]
41 C-2 LY225 200 195 279 1.03 8.0 24 0.22 継手ボルト部のずれ 参考文献[4-16]
42 C-3 LY225 200 195 279 1.03 8.0 24 0.22 継手ボルト部のずれ 参考文献[4-16]
43 TYPE1(trans.) A709 560 860 1026 0.65 24.0 36 0.24 低サイクル疲労 参考文献[4-19]
44 TYPE2(long.) A709 560 860 1026 0.65 24.0 36 0.24 低サイクル疲労 参考文献[4-19]
45 Case1 LY225 300 300 424 1.00 6.0 50 0.44 せん断座屈 参考文献[4-19]
46 Case2 LY225 300 300 424 1.00 6.0 50 0.44 せん断座屈 参考文献[4-19]
47 Case3 LY225 300 300 424 1.00 6.0 50 0.44 せん断座屈 参考文献[4-19]
48 Case1 LY225 850 1250 1512 0.68 25.0 50 0.34 低サイクル疲労 本研究
49 Case2 LY225 850 1250 1512 0.68 25.0 50 0.34 低サイクル疲労 本研究
50 Case3 LY225 850 1250 1512 0.68 25.0 50 0.34 低サイクル疲労 本研究






























































は各目標変位における 1 サイクル目の変位を示している．なお，Case4 では変位計が正常に作動して



























































めに，4 ケースの 1 サイクル目から 3 サイクル目におけるエネルギー吸収量の推移を図-4.10に示す． 




























































 (a) Case1 

































































(a) Case2 (b) Case3 





















































図-4. 11 ウェブ面の相対変位量 



















(a)スケッチの電子データ化 (b)剥離部（黒）の色分け  
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せた C，D，E の 3 ケース，計 5 ケースの概算工費と工期の比較を示す．矩形断面の鋼製橋脚とフー













橋脚 86,800 （千円） 86,800 　（千円） 64,000 　（千円） 64,000 　（千円） 47,250 　（千円）
基礎工 40,030 （千円） 62,330 　（千円） 40,030 　（千円） 62,330 　（千円） 34,600 　（千円）
合計 126,830 （千円） 149,130 　（千円） 104,030 　（千円） 126,330 　（千円） 81,850 　（千円）
橋脚 3.0 （ヶ月） 3.0 （ヶ月） 3.0 （ヶ月） 3.0 （ヶ月） 3.0 　（ヶ月）
基礎工 5.0 （ヶ月） 11.6 （ヶ月） 5.0 （ヶ月） 11.6 （ヶ月） 0.3 　（ヶ月）














































































































































































































































ケース名 ケース1 ケース2 ケース3 ケース4
橋脚形式 鋼管集成橋脚 鋼管集成橋脚 鋼管集成橋脚 鋼管集成橋脚
基礎形式 杭基礎 杭基礎 鋼管柱基礎 鋼管柱基礎
上部構造重量(kN) 4400 4400 4400 4400
地中梁or フーチング 簡易フーチング
フーチング 10.5m×10.5m×2.5m 7m×7m×2.5m
フーチング重量(kN) 6750 3000 0 0
杭本数(本) 8 4 4 4
杭種 鋼管SC杭 鋼管SC杭 鋼管SC杭 鋼管SC杭
柱径Dsp'(mm) 1000 1000 1000 1000
杭径Dsp(mm) 1200 1200 1200 1200
固化体径Dsc(mm) 1400 1400 1400 1400
































層 層厚  ' c 常時 地震時
(m) (kN/m3) (kN/m3) (kN/m2) (度) (kN/m2) (kN/m2)
1 砂質土 B 8.1 7 20 11 0 25.2 12000 24000
2 砂質土 As1 1.5 13 17 8 0 29.0 27200 54400
3 粘性土 Ac2 12.5 3 16 7 60 0.0 14000 28000
4 砂質土 As1 2.0 3 17 8 0 21.7 8000 16000
5 粘性土 Ac3 4.2 7 18 9 122 0.0 33200 66400



















形を考慮する複合非線形解析を行う．本構造は橋脚高 24.7m に対して，橋脚幅 4.5m と小さく，水平
方向の慣性力により発生する付加曲げモーメントの影響を考慮するために，柱部材および杭部材のす
べての梁要素には幾何学的非線形を考慮するものとした．鋼管単独断面，コンクリート充填断面のセ


















































































































































(a) 鋼材の応力－ひずみ関係 (b) 充填コンクリートの応力－ひずみ関係 (c) せん断パネルの応力－ひずみ関係 













































杭先端の鉛直地盤反力係数 K v 杭先端の極限支持力度 q d






278465.9 380801.2 7500 7500
(kN/m3) (kN/m3) (kN/m2) (kN/m2)
反力係数K h 上限値P e 反力係数K h 上限値P e 反力係数K sv 上限値 f 反力係数K sv 上限値 f
(kN/m3) (kN/m2) (kN/m3) (kN/m2) (kN/m3) (kN/m2) (kN/m3) (kN/m2)
1 8.1 5315.5 250.3 10391.6 250.3 994.5 70 1711.2 70 1/3 1/6
2 1.5 26225.5 338.1 34965.6 338.1 4508.5 130 5170.8 130 2/3 1/3
3 12.5 18903.2 309.3 305021.3 309.3 6526.5 60 17098.3 60 1 1
4 2.0 10194.2 489.2 22896.1 489.2 1989.0 30 5836.2 30 1 1
5 4.2 49016.2 486.7 28131.5 486.7 15477.2 122 30079.6 122 1 1






























表-5.7 せん断パネルの降伏変位（sy）に対する鋼管柱または鋼管杭の降伏変位（py）倍率（py /py） 
ケース名 sy sy py py py/sy
ケース1 0.50 0.17 0.64 0.26 1.56
ケース2 0.50 0.43 0.64 0.73 1.70
ケース3 0.47 0.36 0.63 0.59 1.62



















































ケース1 ケース2 ケース3 ケース4














































































































































































ケース1 ケース2 ケース3 ケース4
(7.76s) (8.02s) (8.03s) (8.08s)
0.503m 0.787m 0.775m 0.743m
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304.6 272.7 304.8 
890.0 























































































































































































































































































































































































































































xKccq NLpNLsNL     NLHx 0      (5.1) 






































































2.50 ― ― 15.00
8.13 ― ― 48.78
8.13 ― ― 48.78















ケース名 ケース５ ケース６ ケース７ ケース８
地中梁の有無 ― ― ○ ○
流動化の有無 ○ ○ ○ ○






























































































































2，落橋を防ぐ水準を性能 3 と定義した．表-5.10 には，各性能水準における機能的要求および要求性
































































鋼管集成橋脚 地震性能 I 地震性能 IIa 地震性能 IIb 地震性能 III 
道路橋示方書 耐震性能 1 ― 耐震性能 2 耐震性能 3 
土木学会 性能水準 1 性能水準 2 性能水準 3 性能水準 4 
日本鋼構造協会 耐震性能 1 耐震性能 2 耐震性能 3 耐震性能 4 
構造安全性 安全 安全 安全 安全 
地震後の使用性 































分類 構造要素 照査項目 照査値 
地震性能 I 地震性能 IIa 地震性能 IIb 地震性能 III
主構 
柱（鋼管） 降伏ひずみ比 ～1.0εy ～2.0εy ～5.0εy 5.0εy～ 
杭（鋼管） 降伏ひずみ比 ～1.0εy ～1.0εy ～1.0εy ～1.0εy 


































































ULTRf CCCCC        (5.3) 








止期間は，上部工事期間約 1 年に撤去・計画期間 1 年を加算して合計 2 年と仮定した．また中損傷
時の供用停止期間は，既往検討資料より，1.46 日／ton として算定し，30 日と仮定した． 
 
表-5.14 損傷度と復旧方針 
損傷度 復旧方針 供用停止期間 
大損傷 架け替え 2×365 日 
中損傷 部材補強 30 日 





万円/t，非主構造部材の取替え 100 万円/t と設定した．小損傷に対する費用として，せん断パネル（800
×800×16mm サイズ）の取替えを 3 回の地震で 1 回するものとし，単価 500 万円（NETIS 平成 20











 減収台数（台／日） 料金減収（千円／日） 
 上り 下り 上り 下り 
5 号線 8,780 9,781 6,146 6,847 
4 号線 8,208 5,307 5,746 3,715 
合計 32,076 22,454 
 
  以上の予想交通量と復旧期間を考慮すると，それぞれの損傷度による累積料金減収は， 
 以下のようになる． 
     大損傷：CTs＝22,454 千円×2×365 日＝16,391 百万円 
     中損傷：CTm＝22,454 千円×30 日   ＝674 百万円 





2003 年度区間別交通量データ（1 時間単位）をもとに，橋梁区間に存在している 24 時間の平均車両














平均台数（台／ｈ） 10.3 12.6 10.2 12.8 
乗車人数（人／台） 1.63 
平均人数（人） 16.9 20.6 16.6 20.9 













復旧期間 TU TQC        (5.4) 
ここで，Q：交通量（台／日） 
    T ：旅行時間の増分（分） 
    T ：時間価値原単位（円／分・台） 
 
表-5.17 迂回による時間損失と日当たり走行時間損失 
区間 交通量 Q(台／日) 











高速利用 4.0 58 4.1  
一般利用 7.5 28 16.1 +12.0 





高速利用 7.2 58 7.4  
一般利用 16.0 28 34.3 +26.9 




     大損傷：CUs＝112,244 千円×2×365 日＝81,938 百万円 
     中損傷：CUm＝112,244 千円×30 日  ＝3,367 百万円 




  以上のリスク構成要素と条件を用いて，50 年超過確率 p に対するリスク )( pC f を式(5.5)，(5.5)
により計算する．つまり，各リスク条件を損傷度と結びつけ，リスク算定を行った． 
 
ULRTf CCCCpC )(       (5.5) 

p
f dppCR )(        (5.6) 
ここで， )( pC f ：超過確率 p に対するリスク 
TC  ：料金減収（ faTafmTmfsTsT PCPCPCC  ） 
RC  ：復旧費用（   全部材1 )(i faiRaifmiRmifsRsR pcpcPCC ） 
LC  ：人的被害額（ fsLsL PCC  ） 
UC  ：走行時間損失（ faUafmUmfsUsU PCPCPCC  ） 
 
また添字 s は大損傷時におけるリスク額または確率，添字 m は中損傷時におけるリスク額または
確率，添字 a は小損傷時におけるリスク額または確率を意味する． 
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  1）地震性能 I を満足する構造における被害額合計 
単位：百万円
2% 5% 10% 39% R
最大圧縮ひずみ 1.02εy 0.94εy 0.84εy 0.57εy -
最大引張ひずみ 1.06εy 0.97εy 0.86εy 0.57εy -
最大圧縮ひずみ 1.13εy 0.90εy 0.77εy 0.55εy -
最大引張ひずみ 1.07εy 0.88εy 0.75εy 0.54εy -
せん断パネル 最大せん断ひずみ 4.35% 3.88% 3.27% 1.56% -
小損傷 無損傷 無損傷 無損傷 -
0% 0% 0% 0% -
0% 0% 0% 0% -
50% 33% 12% 1% -
50% 67% 88% 99% -
100% 100% 100% 100% -
16391 16391 16391 16391 -
674 674 674 674 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 0 0 0 0 0
（社会的割引率：ｒ=4%） 0 0 0 0 0
205 205 205 205 -
20 20 20 20 -
20 20 20 20 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 10 7 2 0 1
（社会的割引率：ｒ=4%） 4 3 1 0 0
81938 81938 81938 81938 -
3367 3367 3367 3367 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 0 0 0 0 0
（社会的割引率：ｒ=4%） 0 0 0 0 0
2393 2393 2393 2393 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 0 0 0 0 0
（社会的割引率：ｒ=4%） 0 0 0 0 0
社会的割引率：r=0% 10 7 2 0 1
































































































図-5.35 地震性能 I を満足する構造における 50 年超過確率 p とリスク損失額の関係 
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2）地震性能 IIa を満足する構造における被害額合計 
単位：百万円
2% 5% 10% 39% R
最大圧縮ひずみ 2.08εy 1.59εy 1.14εy 0.75εy -
最大引張ひずみ 2.83εy 2.00εy 1.28εy 0.79εy -
最大圧縮ひずみ 0.99εy 0.84εy 0.72εy 0.53εy -
最大引張ひずみ 1.24εy 0.99εy 0.87εy 0.64εy -
せん断パネル 最大せん断ひずみ 5.46% 4.80% 3.77% 1.78% -
中損傷 小損傷 小損傷 無損傷 -
0% 0% 0% 0% -
72% 2% 0% 0% -
28% 98% 84% 5% -
0% 0% 16% 95% -
100% 100% 100% 100% -
16391 16391 16391 16391 -
674 674 674 674 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 485 13 0 0 21
（社会的割引率：ｒ=4%） 208 6 0 0 9
205 205 205 205 -
24 20 20 20 -
20 20 20 20 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 23 20 17 1 5
（社会的割引率：ｒ=4%） 10 9 7 0 2
81938 81938 81938 81938 -
3367 3367 3367 3367 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 2424 67 0 0 114
（社会的割引率：ｒ=4%） 1042 29 0 0 49
2393 2393 2393 2393 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 0 0 0 0 0
（社会的割引率：ｒ=4%） 0 0 0 0 0
（社会的割引率：ｒ=0%） 2932 101 17 1 140
































































































図-5. 36 地震性能 IIa を満足する構造における 50 年超過確率 p とリスク損失額の関係 
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3）地震性能 IIb を満足する構造における被害額合計 
単位：百万円
2% 5% 10% 39% R
最大圧縮ひずみ 6.60εy 2.68εy 1.66εy 0.88εy -
最大引張ひずみ 7.78εy 3.97εy 2.26εy 0.96εy -
最大圧縮ひずみ 0.85εy 0.77εy 0.69εy 0.51εy -
最大引張ひずみ 1.02εy 0.92εy 0.83εy 0.63εy -
せん断パネル 最大せん断ひずみ 6.75% 5.23% 4.09% 1.92% -
大損傷 中損傷 小損傷 無損傷 -
100% 0% 0% 0% -
0% 100% 2% 0% -
0% 0% 98% 20% -
0% 0% 0% 80% -
100% 100% 100% 100% -
16391 16391 16391 16391 -
674 674 674 674 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 16391 674 13 0 696
（社会的割引率：ｒ=4%） 7042 290 6 0 299
205 205 205 205 -
27 25 20 20 -
20 20 20 20 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 205 25 20 4 13
（社会的割引率：ｒ=4%） 88 11 9 2 6
81938 81938 81938 81938 -
3367 3367 3367 3367 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 81938 3367 67 0 3477
（社会的割引率：ｒ=4%） 35204 1447 29 0 1494
2393 2393 2393 2393 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 2393 0 0 0 110
（社会的割引率：ｒ=4%） 1028 0 0 0 47
（社会的割引率：ｒ=0%） 100927 4066 101 4 4295
































































































図-5. 37 地震性能 IIb を満足する構造における 50 年超過確率 p とリスク損失額の関係 
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4）地震性能 III を満足する構造における被害額合計 
単位：百万円
2% 5% 10% 39% R
最大圧縮ひずみ 9.30εy 4.85εy 2.29εy 0.97εy -
最大引張ひずみ 10.4εy 6.24εy 3.63εy 1.14εy -
最大圧縮ひずみ 0.78εy 0.72εy 0.66εy 0.50εy -
最大引張ひずみ 0.94εy 0.87εy 0.80εy 0.62εy -
せん断パネル 最大せん断ひずみ 6.87% 5.47% 4.28% 1.94% -
大損傷 中損傷 中損傷 無損傷 -
100% 15% 0% 0% -
0% 85% 3% 0% -
0% 0% 97% 43% -
0% 0% 0% 57% -
100% 100% 100% 100% -
16391 16391 16391 16391 -
674 674 674 674 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 16391 3032 20 0 818
（社会的割引率：ｒ=4%） 7042 1302 9 0 352
205 205 205 205 -
29 28 26 20 -
20 20 20 20 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 205 55 21 9 16
（社会的割引率：ｒ=4%） 88 23 9 4 7
81938 81938 81938 81938 -
3367 3367 3367 3367 -
0 0 0 0 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 81938 15153 101 0 4092
（社会的割引率：ｒ=4%） 35204 6510 43 0 1758
2393 2393 2393 2393 -
（社会的割引率：ｒ=0%） 2393 359 0 0 129
（社会的割引率：ｒ=4%） 1028 154 0 0 56
（社会的割引率：ｒ=0%） 100927 18598 142 9 5056




































































































  設計地震動はレベル 2 の内陸直下型である地震動（図-5.36）を設定し，各性能水準を満足
する構造別の初期建設費用について表-5.18に示すように算出した．これより，すべての部材に
ついて弾性域に収める必要のある地震性能 I は，鋼管厚が大きくなり，初期費用も一番高くな




性能　１ 性能　２ 性能　３ 性能　４
鋼材重量 鋼材重量 鋼材重量 鋼材重量
166.110　ｔ 119.900　ｔ 101.010　ｔ 91.500　ｔ
工事概要 鋼管　 t=40 鋼管　 t=25 鋼管　 t=19 鋼管　 t=16
鋼管ソイル杭 鋼管ソイル杭 鋼管ソイル杭 鋼管ソイル杭
杭径　φ1400 杭径　φ1400 杭径　φ1400 杭径　φ1400
鋼管　φ1200 鋼管　φ1200 鋼管　φ1200 鋼管　φ1200
t=30 t=22 t=22 t=22
鋼材 5,339,000 5,339,000 5,339,000 5,339,000
鋼管 29,382,000 13,173,000 9,462,000 7,852,000
製作費 7,468,000 7,468,000 7,468,000 7,468,000
工場塗装 3,490,000 3,490,000 3,490,000 3,490,000
工場管理費 3,026,000 3,026,000 3,026,000 3,026,000
工場原価 48,705,000 32,496,000 28,785,000 27,175,000
輸送 660,000 477,000 402,000 364,000
架設 8,724,000 6,285,000 5,305,000 4,797,000
基礎 51,806,000 23,049,000 23,049,000 23,049,000
（直接工事費） 61,190,000 29,811,000 28,756,000 28,210,000
共通仮設費 9,937,000 5,559,000 5,395,000 5,310,000
現場管理費 22,633,000 11,554,000 11,158,000 10,958,000
工事原価 93,760,000 46,924,000 45,309,000 44,478,000
一般管理費 15,443,000 9,052,000 8,490,000 8,221,000
工事価格 157,908,000 88,472,000 82,584,000 79,874,000
  トン 当り 円／ｔ　
製作 325,000 302,000 318,000 331,000
架設 626,000 436,000 500,000 542,000



























表-5.19 地震性能 I を満足する構造における鋼管集成橋脚の概算工事費 
費目 工種 種別 細別 規格 単位 数量 単価 金額 備考
鋼管集成橋脚
工場製作 材料費 鋼材 SM 570　t=24 ｔ 4.830 165,780 801,000
SM 570　t=16 ｔ 2.740 163,620 448,000
SM490YB　t=40 ｔ 27.310 126,900 3,466,000
SM490YB　t=16 ｔ 3.580 126,900 454,000
LY225　t=16 ｔ 1.290 131,540 170,000
鋼管 SKK490　φ1000　t=40 ｔ 100.480 235,980 23,711,000
SKK490　φ1200　t=40 ｔ 11.460 222,210 2,547,000
SKK490　φ1500　t=40 ｔ 14.420 216,630 3,124,000
製作費 4.67工数／ｔ ｔ 39.750 187,882 7,468,000
工場塗装 外面 前処理費含む m2 550.8 5,660 3,118,000
内面 　　〃 m2 143.7 2,591 372,000
（純工事費） 45,679,000
工場管理費 28.8% 式 1 3,026,000
工場原価 48,705,000
橋脚工事 輸送工 輸送費 輸送20ｋｍ ｔ 166.110 3,975 660,000
架設工 架設費 溶接継ぎ手 ｔ 166.110 52,519 8,724,000
基礎工 鋼管ソイル φ1400　t=30 式 1 51,806,000
直接工事費計 61,190,000
共通仮設費 率計上分 16.24% 式 1 9,937,000







（純工事費） 式 1 71,127,000
現場管理費 31.82% 式 1 22,633,000
工事原価 式 1 93,760,000
一般管理費 10.84% 式 1 15,443,000




表-5.20 地震性能 IIa を満足する構造における鋼管集成橋脚の概算工事費 
費目 工種 種別 細別 規格 単位 数量 単価 金額 備考
鋼管集成橋脚
工場製作 材料費 鋼材 SM 570　t=24 ｔ 4.830 165,780 801,000
SM 570　t=16 ｔ 2.740 163,620 448,000
SM490YB　t=40 ｔ 27.310 126,900 3,466,000
SM490YB　t=16 ｔ 3.580 126,900 454,000
LY225　t=16 ｔ 1.290 131,540 170,000
鋼管 SKK490　φ1000　t=25 ｔ 63.780 163,800 10,447,000
SKK490　φ1200　t=25 ｔ 7.260 166,500 1,209,000
SKK490　φ1500　t=25 ｔ 9.110 166,500 1,517,000
製作費 4.67工数／ｔ ｔ 39.750 187,882 7,468,000
工場塗装 外面 前処理費含む m2 550.8 5,660 3,118,000
内面 　　〃 m2 143.7 2,591 372,000
（純工事費） 29,470,000
工場管理費 28.8% 式 1 3,026,000
工場原価 32,496,000
輸送工 輸送費 輸送20ｋｍ ｔ 119.900 3,975 477,000
架設工 架設費 溶接継ぎ手 ｔ 119.900 52,418 6,285,000
基礎工 鋼管ソイル φ1400　t=22 式 1 23,049,000
直接工事費計 29,811,000
共通仮設費 率計上分 18.85% 式 1 5,559,000







（純工事費） 式 1 35,370,000
現場管理費 32.96% 式 1 11,554,000
工事原価 式 1 46,924,000
一般管理費 11.52% 式 1 9,052,000




表-5.21 地震性能 IIb を満足する構造における鋼管集成橋脚の概算工事費 
費目 工種 種別 細別 規格 単位 数量 単価 金額 備考
鋼管集成橋脚
工場製作 材料費 鋼材 SM 570　t=24 ｔ 4.830 165,780 801,000
SM 570　t=16 ｔ 2.740 163,620 448,000
SM490YB　t=40 ｔ 27.310 126,900 3,466,000
SM490YB　t=16 ｔ 3.580 126,900 454,000
LY225　t=16 ｔ 1.290 131,540 170,000
鋼管 SKK490　φ1000　t=19 ｔ 48.770 153,900 7,506,000
SKK490　φ1200　t=19 ｔ 5.540 156,600 868,000
SKK490　φ1500　t=19 ｔ 6.950 156,600 1,088,000
製作費 4.67工数／ｔ ｔ 39.750 187,882 7,468,000
工場塗装 外面 前処理費含む m2 550.8 5,660 3,118,000
内面 　　〃 m2 143.7 2,591 372,000
（純工事費） 25,759,000
工場管理費 28.8% 式 1 3,026,000
工場原価 28,785,000
輸送工 輸送費 輸送20ｋｍ ｔ 101.010 3,975 402,000
架設工 架設費 溶接継ぎ手 ｔ 101.010 52,519 5,305,000
基礎工 鋼管ソイル φ1400　t=22 式 1 23,049,000
直接工事費計 28,756,000
共通仮設費 率計上分 19.00% 式 1 5,395,000







（純工事費） 式 1 34,151,000
現場管理費 33.02% 式 1 11,158,000
工事原価 式 1 45,309,000
一般管理費 11.59% 式 1 8,490,000




表-5. 22 地震性能 III を満足する構造における鋼管集成橋脚の概算工事費 
費目 工種 種別 細別 規格 単位 数量 単価 金額 備考
鋼管集成橋脚
工場製作 材料費 鋼材 SM 570　t=24 ｔ 4.830 165,780 801,000
SM 570　t=16 ｔ 2.740 163,620 448,000
SM490YB　t=40 ｔ 27.310 126,900 3,466,000
SM490YB　t=16 ｔ 3.580 126,900 454,000
LY225　t=16 ｔ 1.290 131,540 170,000
鋼管 SKK490　φ1000　t=16 ｔ 41.200 151,200 6,229,000
SKK490　φ1200　t=16 ｔ 4.680 153,900 720,000
SKK490　φ1500　t=16 ｔ 5.870 153,900 903,000
製作費 4.67工数／ｔ ｔ 39.750 187,882 7,468,000
工場塗装 外面 前処理費含む m2 550.8 5,660 3,118,000
内面 　　〃 m2 143.7 2,591 372,000
（純工事費） 24,149,000
工場管理費 28.8% 式 1 3,026,000
工場原価 27,175,000
輸送工 輸送費 輸送20ｋｍ ｔ 91.500 3,975 364,000
架設工 架設費 溶接継ぎ手 ｔ 91.500 52,423 4,797,000
基礎工 鋼管ソイル φ1400　t=22 式 1 23,049,000
直接工事費計 28,210,000
共通仮設費 率計上分 19.07% 式 1 5,310,000







（純工事費） 式 1 33,520,000
現場管理費 33.05% 式 1 10,958,000
工事原価 式 1 44,478,000
一般管理費 11.63% 式 1 8,221,000




















     (5.7) 
ここで， 0C ：初期建設費用 
fC ：リスク（ RC ， TC ， LC ， UC の合計） 




表-5. 23に性能構造別のライフサイクルコスト比率を示す．社会的割引率 0%の場合と 4％の場
合それぞれにおけるライフサイクルコストの比較を行った結果，いずれの社会的割引率の場合
にも，初期建設費用に対して，リスクの占める割合が全体的に大きいことがわかった．また，
社会的割引率 0%の場合では，地震性能 IIa のライフサイクルコストは地震性能 I よりも高くな
った．これは，部材損傷度曲線（中損傷領域）の設定によるものであり，地震性能 IIa の中損
傷確率が大きくとられているため，地震性能 IIa のリスクが大きくなったと考えられる．一方，
現実的な社会的割引率 4%を考慮した場合では，地震性能 IIa のライフサイクルコストが最も安
価であり，最適構造および最適水準であると言える． 
 
表-5. 23 性能構造別のライフサイクルコスト比率 
（単位：百万円）
リスク 社会的割引率 地震性能I 地震性能Ⅱa 地震性能Ⅱb 地震性能Ⅲ
r=0% 157.9 88.5 82.6 79.9
r=4% 157.9 88.5 82.6 79.9
r=0% 1.1 140.1 4295.5 5055.8
r=4% 0.5 60.2 1845.5 2172.2
r=0% 159.0 228.5 4378.0 5135.6

































































   
 
表-5. 24及び図-5.41に性能構造別のリスク比率を示す．性能構造別のリスク比率において，走




表-5. 24 性能構造別のリスク比率 
リスク 社会的割引率 地震性能I 地震性能Ⅱa 地震性能Ⅱb 地震性能Ⅲ
r=0% 1.1 4.7 13.0 16.1
r=4% 0.5 2.0 5.6 6.9
r=0% 0.0 21.2 695.5 818.5
r=4% 0.0 9.1 298.8 351.7
r=0% 0.0 0.0 109.8 129.5
r=4% 0.0 0.0 47.2 55.6
r=0% 0.0 114.2 3477.1 4091.7
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(5) ICT(Information and Communication Technology)による被災度センシングシステムの開発 
地震時の損傷をせん断パネルに集約できる鋼管集成橋脚の構造特性を利用し，橋あるいは路線全体
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